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〈日 本 株〉

　日経平均株価は、悪材料が相次いだ割には底堅
く推移している。6月はイラン･イスラエル戦争
の勃発や米軍がイランの核施設を空爆。G7サ
ミットでは日米首脳会談で関税合意ができなかっ
たが、日経平均株価は4月急落以降の戻り高値を
更新した。
　株式市場では関税引き下げ合意への期待値が低
いとみられる。米中間選挙のある2026年が近づ
けば、トランプ大統領の政策が軟化するとの見通
しもありそうだ。ただ、4～5月に9兆円に及ぶ
大規模な自社株買いが発表され、需給の下支え要
因が影響している可能性にも留意したい。
　当面の株式市場は地政学的リスクが意識されや
すいとみるが、防衛関連株(三菱重、川重、IHI、
日製鋼等)は年初から堅調な推移が続いており、
長期的なテーマになっていよう。一方、関税や地
政学的リスク、マクロ環境に左右されにくいコン
テンツ関連(サンリオ、東宝、バンナム等)にも注
目したい。 (6/23 田部井)

株式需給の下支え要因で堅調な相場が続く

6月の銘柄・業種別騰落率（5/30→6/23）防衛関連とコンテンツ関連が手掛かりに

7月の展望
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◇今期大幅増益予想にもかかわらず、PERや配当利回り面で出遅れている銘柄
（選択条件）
・東証プライム市場上場(金融除く)。今期会社予想営業利益が前期比10％増、かつ過去最高を更新、もしくは過去
最高から-2％までの水準。売上高営業利益率が5％以上、前期比改善度が-0.3ポイントより大。予想PER13倍以
下(東証プライム市場平均15.2倍)、同予想配当利回り3％以上(市場平均2.7％)、24年1月以降の安値から25年
6月19日終値までの上昇率が100％未満。売買代金25日平均1億円以上、時価総額250億円以上。

今期2ケタ営業増益予想の割安銘柄銘柄
スクリーニング
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特 集

　25年6月6日に国土強靭化中期計画が閣議決定された。
26～30年度で予算は20兆円。現行の5カ年計画の予算
は15兆円。物価上昇や人件費増があるものの、意欲的
な金額である。直近の防衛費の予算案が約8兆円であり、
年換算すると約半分の規模感である。

　日本のインフラの多くは修繕が必要な状態である。例
えば、下水道管は設置から30年以上経過した口径2ｍ以
上の約5,000㎞を5年以内に更新予定である。

　国土強靭化の実行は建設業が直接的な恩恵を受ける。ゼネコン大手以外にも、インフラ工事に強いイン
フロニアHD(5076)、高速道路会社からの受注が多いショーボンドHD(1414)、JR向けの鉄道工事に強
い鉄建建設(1815)や大豊建設(1822)、ナカボーテック(1787)など官公庁向け受注が多い企業などが
挙げられる。

　デジタル等新技術は、上下水道施設の維持管理や道路・鉄道施設の老朽化対策などに活用される。具体
的には悪天候や夜間でも観測できるSAR(サー)衛星で地殻変動の監視をしたり、災害時にも携帯電話の電
波送信が停止しないためにペロブスカイト太陽電池で携帯基地局を強靭化したり、線路やトンネルの点検
に小型ドローンを利用する。図表2には、新技術を提供する企業の一部を掲載した。 (高橋)

（出所）国土交通省資料より内藤証券作成

（図表1）20兆円の内訳

（図表2）デジタル等新技術を活用する企業

（出所）各社資料より内藤証券作成
（注） Synspective、QPS研究所は継続企業。 Liberawareは日々公表銘柄。
　　　　　ブルーイノベーションは規制銘柄。
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兆円内容

合計

SAR衛星。
内閣府「革新的研究開発推進プログラム」を経て設立。アジア地域でも販売。
防衛省からの案件受託。
軽量化のSAR衛星。
日本政府の需要向け。
小型ドローン。
下水管管路、鉄道線路とその周辺施設の点検、福島第一原発の内部調査な
どで実績。
ソフトウェア。
ソフトウェア企業のため、各社のドローンを運用でき、ドローン運航の証明書を発
行する一般社団法人JUIDAや官公庁との連携も深い。競合は日立製作所
（6501）やNTT ドコモ。
人工衛星データAI解析サービス。
SAR衛星データと顧客データを組み合わせて、駐車場の車の台数カウントや地
盤変動状況の監視など。

Synspective290A

5595 QPS研究所

218A Liberaware

5597 ブルーイノベーション

5572 Ridge-i

コード 社名 内容

国土強靭化中期計画

Ⅰ 地震と豪雨に耐えうる国へ

Ⅱ デジタル等新技術を活用する企業に注目したい
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中小型株に見直し買い継続
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7月の
スケジュール 米相互関税上乗せ部分の発動次第で環境が変化


